











































































































































































































































































































































































この考え方に失敗した例だと思うのが、交通 ICカードの現状です。Suica とか ICOCAとか、岡山
















要としていて、これからどうするべきか。これを考えるのは、Google や Apple のようなグローバルな
プラットフォーム企業ができる仕事ではなく、地域が責任を持つべき仕事です。その時にオープンデ
ータが有効に使えます。例えば、QGIS というオープンソースで無料配布されているソフトをダウン
ロードして、そこにオープンデータを読み込ませると、バス停のデータを地図上に一覧できます。こ
こに、無料で配布されている国勢調査の結果を重ねてみると、人口の多寡とバス停の個数の関係も簡
単に一覧でき、今後どうしたらいいかを考える基礎資料になります（図９）。地域のバス会社のオープ
ンデータが揃えば、地域の公共交通の実情を正確に反映した上での政策議論ができるようになります。
しかも、この分析の機会は、行政や交通事業者だけでなく、広く市民誰にでも開かれています。
最後に、地域の中で、利用者と交通サービスとがもっと密に情報を交換し、相互に利便性を高めて
いくイメージを共有できればと思います（図10）。交通サービス側からは交通の利便性を高める色々
な情報を出して行きます。これまでだったら印刷物や街頭の看板などでしたが、これからはオープン
データを出し、乗換案内やデジタルサイネージなどに使われることで利用者の手元のスマホなどにも
届いていくイメージです。利用者はアプリを使うことで、便利に公共交通を利用できるだけでなく、
図９　QGIS による能美市の人口とバス停表示例
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需要や利用履歴などがデータ化され、それが地域全体の移動需要などを精密に捉えるビッグデータに
なります。そのビッグデータが自治体や交通事業者に届いて、利用実態を反映したより良い公共交通
網のデザインが可能になります。オープンデータは、スマホに届くだけでなく分析にも使えます。市
民の側からも、データに基づいて公共交通を良くする提案ができるようになります。このように、地
域の中での情報の循環をしっかりと作りたいと思っています。これが出来る単位で地域交通を磨いた
上で、グローバルなプラットフォームの連携を考える必要があるのではないかと思います。やや抽象
的ですけど、これが私の結論ということで、お話を終わります。ありがとうございました。
図10　公共交通を地域で考え地域で利用するサイクル
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